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 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 and 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget,

Auditing and Accounting.

 have Grade A qualification during fis‑

cal year 2017 and 2018 in constructions

for participation in tenders by the Minis‑

try of the Environment.

 Time‑limit for tender : 13 : 30, 4 June 2018

 Contact point for the notice : En‑

vironmental Remediation in Special De‑

contamination Area Contract Section, Ac‑

counting Division, Fukushima Regional En‑

vironmental Office, Ministry of the Envi‑

ronment. AXC Bldg. 6F, 1125 Sakae‑
machi, Fukushima‑shi, Fukushima‑ken,

9608031 Japan. TEL 0245737386
 Others : As in the tender documentation.

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
平成 30 年５月９日
独立行政法人日本スポーツ振興センター

契約担当役 理事長 大東 和美
◎調達機関番号 576 ◎所在地番号 13
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 新国立競技場の整備計画を踏まえ
た大会後の整備に係る技術的検証等業務
 業務内容 新国立競技場の大会後の整備に
ついて、技術的検証、法令的検証、コスト試
算を行いつつ、設計の発展性等に関する検証
を実施する。
 履行期限 平成31（2019）年８月９日

 本業務は、資料の提出等を電子入札システ
ムにより行う。なお、電子入札システムによ
り難いものは、発注者の承諾を得て紙入札方
式に代えることができる。
 本業務は、「国及び独立行政法人等における
温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約
の推進に関する基本方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテー
マとした技術提案を求め、技術的に最適な者
を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適
用業務である。

２ 参加資格、選定基準及び評価基準
 技術提案書の提出者に要求される資格 次
に掲げる条件を全て満たしている単体又は次
に掲げる条件を全て満たしている２者又は３
者により構成される共同体であること。
 独立行政法人日本スポーツ振興センター
契約事務取扱規程（平成15年度規程第49号）
第２条及び第３条の規定に該当しない者で
あること。
 文部科学省における「一般競争参加者の
資格」（平成13年１月６日文部科学大臣決
定）第３章第32条で定める競争参加資格に
ついて、平成29・30年度設計・コンサル
ティング業務のうち「建築関係設計・施工
管理業務」及び「建築設備関係設計・施工
管理業務」の認定を受けている者（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更
生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後に一般競
争参加資格の再認定を受けていること。）で
あること。ただし、分担業務実施方式によ
り構成している共同体における建築関係業
務のみを分担する者については、設計・コ
ンサルティング業務資格のうち「建築関係
設計・施工管理業務」の認定を受けている
者であることとし、建築設備関係業務のみ
を分担する者については、設計・コンサル
ティング業務資格のうち「建築設備関係設
計・施工管理業務」の認定を受けている者
であることとする。

 参加表明書（以下｢表明書｣という。）の提
出期限の日から技術提案書の特定の日まで
の期間に、文部科学省から「設計・コンサ
ルティング業務の請負契約に係る指名停止
等の取扱いについて」（平成18年１月20日付
17文科施第346号文教施設企画部長通知）
に基づく指名停止措置を受けていないこ
と。また、「独立行政法人日本スポーツ振興
センター競争参加者の資格等に関する細
則」（平成15年度細則第35号）に基づく指名
停止を受けていないこと。
 建築士法（昭和25年法律第202号）第23
条の規定に基づく一級建築士事務所の登録
を行っていること。
なお、分担業務実績により構成している
共同体のうち、建設設備関係業務のみを分
担する構成員についてはこの限りではな
い。

３ 手続等
 担当部署 〒1070061 東京都港区北青山
二丁目８番35号 独立行政法人日本スポーツ
振興センター財務部調達管財課 電話03
54109140
受付時間は、土曜日、日曜日、祝日及び年
末年始（12月29日から１月３日まで）を除く
毎日、９時00分から17時00分まで（12時00分
から13時00分を除く。）
 説明書の交付期間及び場所 本公示の日か
ら平成30年５月21日12時00分まで。３の交
付場所にて交付する。
 参加表明書の提出期限 場所及び方法
平成30年５月21日12時00分まで。電子入札
システムにより提出すること。なお、発注者
の承諾を得た場合は、紙により持参、郵送（書
留郵便に限る。提出期限までに必着。）又は託
送(書留郵便と同等のものに限る。提出期限
までに必着。)で提出すること。提出場所は３
に同じ。
 技術提案書の提出期限 場所及び方法
平成30年７月10日12時00分まで。電子入札
システムにより提出すること。なお、発注者
の承諾を得た場合は、紙により持参、郵送(書
留郵便に限る。提出期限までに必着。）又は託
送（書留郵便と同等のものに限る。提出期限
までに必着。）で提出すること。提出場所は３
に同じ。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 契約保証金 納付。ただし、有価証券等の
提供又は金融機関若しくは保証事業会社の保
証をもって契約保証金の納付に代えることが
できる。また、公共工事履行保証証券による
保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を
行った場合は、契約保証金を免除する。

 一級建築士の資格を有する管理技術者を
当該業務に配置できること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずるもの
として、文部科学省発注工事等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。
 経営状況が健全であること。
 不正又は不誠実な行為がないこと。
 説明書の交付を受けた者であること。
 技術提案書の提出を求める者を選定するた
めの基準
 担当予定技術者の能力
資格、主要業務の実績、同種又は類似業
務の実績
 技術提案書の提出者の能力
技術者数、技術力、主要業務の実績、同
種又は類似業務の実績

 技術提案書を特定するための評価基準
 担当予定技術者の能力
資格、主要業務の実績、同種又は類似業
務の実績
 技術提案書の提出者の能力
技術者数、技術力、主要業務の実績、同
種又は類似業務の実績
 業務の実施方針
業務内容の理解度、実施方針の妥当性、
実施手法の妥当性、工程計画の妥当性、技
術者配置計画の妥当性、業務に対する取組
意欲

 課題についての提案
提案の的確性、提案の独創性、提案の実
現性
 ワーク・ライフ・バランス等の推進
ワーク・ライフ・バランス等の取組に関
する認定状況
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